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厚生労働本省（霞が関）

東京労働局 ６部

労働基準監督署
１８署

ハローワーク
１７所

東京労働局は、働く人のための、

・ 仕事の確保（職業安定行政）

・ 職業能力の向上（人材開発行政）

・ 労働条件の確保（労働基準行政）

・ 働き方改革（雇用環境・均等行政）

など、「働く」ということに関連する様々な行政分野を、総合
的・一元的に運営しながら、地域に密着した労働行政を担うこと
を目的とした、厚生労働省の地方機関です。
地域の総合労働行政機関として、仕事を探している人、働く人、

事業を行っている人などと広く接し、様々な相談に対応したり、
課題の解決に取り組んでいます。
また、東京労働局の各行政分野は、働く方を直接支援する第一
線機関を有しており、職業安定・人材開発行政の第一線機関であ
る「ハローワーク」、労働基準行政の第一線機関である「労働基
準監督署」があります。

労働条件の向上、労働者の安全と健康の確保を図ることを目的とし
ています。
労働者の業務災害・通勤災害について、必要な保険給付を行う制度

の運営や事業主が納付する労働保険料の徴収などの業務を行うととも
に、長時間労働の抑制、賃金の確実な支払い、不適切な解雇の防止、
労働災害の防止などを推進しています。

労働基準行政

働き方改革を進め、誰もがいきいきと働きやすい雇用環境を実現す
ることを目的としています。
法律や制度の周知、事業主への指導、相談受付、紛争解決援助など

を実施し、非正規雇用労働者の待遇改善、ハラスメント対策の推進、
女性の活躍推進、ワーク・ライフ・バランスの推進などに取り組んで
います。

雇用環境・均等行政

すべての人々が能力を高め、各々に適した仕事に就けるよう支援す
ることを目的としています。
スキル向上・キャリア開発に向けた支援を通じて、働く人の未来へ

の挑戦にしっかり寄り添うことで、誰もが持てる能力を存分に発揮し、
いきいきと働くことのできる社会の実現を目指します。

人材開発行政

東京労働局の概要
すべての人々が、その能力を最大限に発揮して働け
るようにするとともに、人材を求める企業のニーズに
応えることなどを目的としています。
求職者と求人者を結びつける職業相談・職業紹介、

働く人が失業した場合の失業等給付の支給、障害者・
高齢者などの早期就職支援等の業務を行っています。

職業安定行政

東京労働局とは
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東京労働局の組織
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労働局の組織と主な業務

東
京
労
働
局

総 務 部

労働保険徴収部

雇用環境・均等部

労 働 基 準 部

職 業 安 定 部

需給調整事業部

庶務、人事、研修、福利厚生、情報公開、会計、給与

労働保険料の徴収などの業務

企画、広報、各種助成金
働き方改革、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立、
パートタイム・有期雇用労働等の周知及び指導

事業場における監督指導、司法警察事務、賃金制度改善
労働災害防止、職業性疾病の予防などの事務
労災保険給付、社会復帰促進等事業

職業紹介・指導、若年者・高齢者・障害者の雇用対策
各種助成金、雇用保険の給付・適用などの事務
ハロートレーニング（公的職業訓練）、求職者支援制度

職業紹介事業、労働者派遣事業に関する許可・届出
職業紹介事業所及び労働者派遣事業所への指導監督
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ハローワークの組織と主な業務

ハローワーク 庶務課 （職員の勤怠管理、給与、経理などの事務）

雇用保険適用課 （雇用保険の被保険者資格取得、喪失などの適用事務）

専門援助部門 （障害者などの方々に対する職業指導・職業紹介などの事務）

学卒部門 （新規学卒者に対する職業指導・職業紹介などの事務）

雇用保険給付課 （雇用保険の受給資格決定、失業の認定、失業等給付の支給決定・支払などの事務）

職業相談部門 （求職者に対する職業相談・職業紹介などの事務）

求人部門 （求人受理、求人充足支援などの事務）
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① ハローワークや労働局における
働く人の職業の安定、働き方改革関係業務を中心としたキャリアパス

・ ハローワーク（公共職業安定所）や労働局において、職業相談・紹介業務、雇用保
険業務、雇用対策業務等や働き方改革推進のための企業指導、相談等の多彩な業務を
担当していただきます（職業安定、人材開発、雇用環境・均等行政の部署に配属され
ます）。

・ 業務が広範なため、入省後はできるだけ多くの異なる業務に就いていただき、係
長・専門官等の中堅職員以後は、本人の適性や希望に応じて、各業務のスペシャリス
トに成長していただくことを期待しています。

・ 最終的には、幹部職員としてハローワークや労働局の運営に携わっていただきます。

入省後のキャリアパス ～ キャリアパスの選択 ～

労働局の事務官には２つのキャリアパスがあり、入省時に選択することができます。
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①事務官（共通）

ハローワークでの窓口業務
（雇用保険、職業相談等）

雇用環境・均等部（室）
での窓口業務
（労働相談、助成金審査等）

監督署での窓口業務
（労災保険の請求対応等）

労働局労災補償部署や労働保険適
用・徴収部署における窓口業務

職業紹介業務、雇用対策業務、労
働保険適用・徴収業務等

職業相談窓口で就職困難者の職業
相談・職業紹介等

企業指導計画の策定、困難事案等
への対応等

男女雇用機会均等法等に関する
企業指導等

労災補償業務、労働保険適用・
徴収業務、管理業務等

過労死などの複雑な労災請求の審
査業務等

労働局において職業紹介業務等の
企画・運営

部下のマネジメント、組織内の業務
調整

労働局において企業指導業務等の
企画・運営

部下のマネジメント、組織内の業務
調整

労働局において労災補償業務等の
企画・運営

各組織の統括・運営各組織の統括・運営

課長（補佐）、統括級

主任、係長、専門官級

係員級

労働局の幹部職員

主任、係長

係員

専門官 指導官

係員

主任、係長

ハローワーク課長
ハローワーク統括
労働局の課室長補佐

労働局の幹部職員

労働局の監理官
労働局の課室長補佐

監督署や労働局の
幹部職員

監督署課長
労働局の専門官
労働局の課室長補佐

主任、係長

ハローワークや
労働局の幹部職員

専門官

②事務官（基準）①事務官（共通）

係員

各組織の統括・運営

部下のマネジメント、組織内の業務
調整
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ハローワークの主な業務３つ

●雇用保険業務●
労働者の生活及び雇用の安定と就職促進のため失業等給付

を支給する

★職業相談・職業紹介業務★
求職者がその適性、能力、経験、技能の程度などにふさわ

しい職が選択できるよう助言・援助を行う

◆求人業務◆
法令違反の点検・指導、求人充足のための相談・助言を行う
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ハローワークの業務について ●雇用保険に関する業務●

（例）自動車保険

①保険加入 ②事故 ③保険金

・医療費

・修理代

など

雇用保険

①雇用保険加入 ②失業 ③失業等給付

・生活費

・教育訓練費

など

強制加入の保険

9



ハローワークの業務について ●雇用保険に関する業務●

雇用保険の主要な業務は
「企業に雇用される労働者の雇用保険への加入・脱退手続き」

「失業された方に対する失業給付の額を決定・支給」

これらは、いずれも雇用保険法に基づく「行政処分」です。

雇用保険適用課

雇用保険給付課

東京労働局の雇用保険の
主要３手続の電子申請率

全体で約８９％

10

一部ハローワークにおいて手続きの一部
オンライン化を試行的に実施中。



ハローワークの業務について ★職業紹介に関する業務★

求職申込

求職申込書（抜粋）

職業相談

職業紹介

面接

就職決定！

職業相談・紹介の流れ
希望する職種、時間、勤務
地、賃金など登録

希望条件に合った求人の
検索、履歴書の書き方、
面接の受け方などのアド
バイス

事業所担当者と面接日の
日程調整

不採用の場合は希望条件
の再検討、応募書類の見
直しなどのアドバイス 11



ハローワークの業務について ★職業紹介に関する業務★

→仕事を探している方に対する仕事選択の援助・助言
職業相談を通じて、ふさわしい仕事を選択できるよう助言

早期就職実現のため、求職者向けセミナーなど様々な施策の企画・立案

他にも・・・

「マザーズハローワーク」、「わかものハローワーク」、
「人材確保・就職支援コーナー」などの専門窓口設置

職業相談窓口の様子

国家資格である
キャリア・コンサルタントの
資格をもつ
東京労働局職員は
１６１名にのぼります。
（令和6年度から受験費用、登録手数料、受験に
係る旅費等が公費負担。）
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ハローワークの業務について ★職業紹介に関する業務★

オンライン相談職業相談窓口の様子

わかものハローワーク庁舎内の様子
オンライン就職支援セミナー

オンラインサービスの実施

→子育て中の方や在職中の方、自宅からハローワークが遠
い方等自宅にいたままでも気軽に職業相談やオンラインセ
ミナーを実施。

またハローワークインターネットサービスを通じて、オ
ンラインハローワーク紹介を受けることも可能。
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ハローワークの業務について ◆求人に関する業務◆

① 「法令違反の点検・指導業務」

求人の内容が関係法令に違反していないかどうかの点検

法令違反が確認された場合 ⇒ 事業主に対する指導

②「人材確保に向けた求人コンサルティングの実施」

具体的によりわかりやすい求人票の記載の助言

求人条件を緩和してもらうよう助言・指導

就職面接会の企画・運営なども実施

全国のハローワークでは毎月約９０万全国のハローワークでは毎月約９０万
東京都内のハローワークだけで毎月約１２
万件の求人の申し込み
⇒東京労働局は、職員同士、連携・協力し
ながら業務に取り組んでいます。
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多様化する求人・求職者ニーズに応えるべ
く、様々な観点からマッチングを促進する
取組を実施しています！！

ハローワークの業務について 面接会の風景

わかもの就職面接会

ツアー型面接会（介護施設）ものづくり会社見学会・説明会（墨田所）

面接会の様子
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ハローワークが行う業務

●雇用保険の脱
退手続き

●失業等給付の
受給手続き

●雇用保険の
加入手続き

★職業相談・紹介
★公共職業訓練

就職
活動 入社

退職失業

◆求人業務
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勤務条件などの処遇について

大学卒業者の場合
基本給 196,200円 ＋ 地域手当 39,240円（２３区勤務者の場合）
その他 通勤手当、住居手当（最高限度月額28,000円）、扶養手当 など
昇給は年１回（毎年１月）

初任給について

勤務時間について

原則として午前8時30分から午後5時15分までの勤務（7時間45分）
土日祝日休みの週休二日制
※職業相談窓口については、一部のハローワークでサービス提供時間を平日は午後7時まで、土曜
日は午前10時から午後5時までとする日があり、職員は交代制により勤務しています。

休暇について

有給休暇は初年度は15日付与、その後は毎年1月に20日付与
翌年に繰り越し可能
夏季休暇３日間、年末年始は１２月２９日～１月３日までお休み 17

有給休暇の平均取得日数は約１８日。職員
交代で毎月１日は休暇を取得しています。



研修制度について

【一般研修】
▶新規採用職員基礎研修 前期（３日間） 後期（２日間）
（研修内容）公務員の服務と倫理、ハローワークの業務概要、接遇研修、グループ討議 等

【上級研修】
▶公共職業安定所係長・上席職業指導官研修 ～６日間

▶公共職業安定所課長・統括職業指導官研修 ～５日間 等

【専門研修】
▶事業主指導専門研修 ～６日間

▶職業指導Ⅰ専門研修 ～10日間

▶求人事業所サービス専門研修 ～5日間 等

【その他】
▶各種配置換職員研修

▶キャリアコンサルティング研修

▶パソコン研修 等 18



おおむね２～３年ごとに
仕事内容が変わり、
４～５年ごとに
所属が変わります。

国家公務員といえば全国転勤が一般的ですが、
私たち東京労働局は原則として都内のみの勤務となります。
転居する必要がなく、ライフプランが非常に立てやすい職場です。

（例）
１年目 ハローワーク渋谷 （適用課）
２年目 ハローワーク渋谷 （適用課）
３年目 ハローワーク渋谷 （職業相談）
４年目 ハローワーク渋谷 （職業相談）
５年目 ハローワーク新宿 （庶務課）
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（参考）東京労働局採用実績

【過去5年間の採用者数】 ※共通採用事務官

【過去５年間の採用者数】

58 (7) 61 (12) 58 (10) 53 (11) 55 (11)
※（ ）内はうち中途採用数    (名)

2023年度 2021年度 2020年度 2019年度2022年度
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